
 
様式 C-7-2 

自己評価報告書 

 

平成 23 年 5 月 10 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 

キーワード：ソーシャル・キャピタル、信頼、コミュニティ、社会的排除・包摂、正統性、 

公共性、学校教育、教育改革 

 
１．研究計画の概要 

本研究は、公立学校・教師の「信頼の低
下」が言われ、学校教育の公共性が再審さ
れ、教育の新自由主義的・成果主義的な改
革が進む今日の状況を踏まえ、ソーシャ
ル・キャピタル（SC）を中核概念とし、初
等・中等教育を中心に学校教育の意義・役
割・要件とその再構築の可能性について、
次の 4 つの検討課題を中心に、理論的・実
証的に考察することを目的とするものであ
る。 
(1)ソーシャル・キャピタルの概念・視座と

その教育との関係に関する理論的検討 
(2)学校教育の意義・役割・機能と理念的・

制度的要件に関する比較社会学的検討 
(3)公教育・公立学校・教育実践を支える基

盤としてのソーシャル・キャピタル（SC：
主に制度的・組織的信頼とコミュニティ）
に関する実証的研究 

(4)国内における優れた教育改善の取組みと
SC との関係に関する事例研究と都道府県
別・市町村別の計量的研究 
 
２．研究の進捗状況 
 上記(1)～(4)のそれぞれについて略述す
る。 
(1)国内外の SC や社会的排除・包摂に関する

先行研究の検討と教育改革の動向及び学
校教育の公共性・正統性とその基盤として
のコミュニティを中心に研究代表者自身
が行ってきた研究との関連付けの作業を
概ね計画通り進めてきた。 

(2)諸外国と日本における 1980年代以降の改
革動向と学校教育の理念的・制度的要件と
の関連を中心に概ね計画通り比較検討作

業を進めてきた。 
(3)日本における信頼感（一般的信頼と職業
人・社会組織に対する信頼及び年金問題・
食品偽装問題）と政治観・社会観・教育観
及び生活意識に関する 3回の web質問紙調
査（サンプル数は第 1回 2011、第 2回 2000、
第 3回 2500；一部パネル調査を含む）を実
施し、第 1回調査の結果についての研究成
果報告書を取り纏め印刷公表し、現在、第
2 回調査の報告書を準備中。 

(4)事例研究の実施件数（地域・学校）は当
初の予定よりかなり少ないが、都道府県
別・市区町村別の計量分析のためのデータ
ベース作成作業は概ね順調に進んでいる。 

◆申請書記載の研究計画からの変更点 
 当初、上記「１．研究計画の概要」記載の
(3)について 1 回の国際比較質問紙調査を
実施する予定であったが、申請時には予期
しなかった所属機関の 2度にわたる異動と
諸任務の異様な増大等により海外出張を
制限せざるを得なくなったため、上記に替
えて 3回の国内質問紙調査を実施し、結果
的に非常に充実したデータを収集・蓄積す
ることができた。 

 
３．現在までの達成度 
②概ね順調に進展している。 

（理由） 
上記「２．研究の進捗状況」に記載した通

り、研究計画の作業課題(3)については研究
計画を変更することになったが、国内での一
部パネル調査を含む 3回の質問紙調査により
非常に充実した調査データを収集・蓄積する
ことができた。この点に関する限り、評価区
分は「①当初の計画以上に進展している」に
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値すると自負しているが、「研究計画の変更」
があったことを重視し、評価区分を「②概ね
順調に進展している」とした。国際比較調査
については他日を期すこととしたい。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 最終年度の 2011 年度は以下のように研究
を進める予定である。 
◆上記「２．研究の進捗状況」の最後に記載
したように、すでに研究計画を変更してお
り、1 回の国際比較質問紙調査に替えて国
内での質問紙調査を大幅に拡充すること
になった（一部パネル調査を含む 3 回の国
内調査）。この変更を踏襲し、SC に関する
考え方に大きな影響を及ぼしたと考えら
れる東日本大震災を踏まえ、下記(1)のよ
うに、第 4回の国内調査を実施する。 

(1)東日本大震災を踏まえ、SC（信頼感とコ
ミュニティ）と社会・教育の在り方及び政
治・行政の役割に関する第 4 回調査（パネ
ル調査）を 6 月～7 月に実施し、同震災の
影響を含めて分析・検討する。 

(2)上記の第 2 回・第 3 回調査の結果を 8 月
中に取り纏めて印刷・公表し、さらに 10
月頃を目途に第 4回調査の結果も含め、か
つ上記「１．研究計画の概要」欄記載の
(1)(2)及び(4)の成果も含めて、SC と政
治・社会及び学校教育の在り方について総
合的に検討し、その成果を最終報告書とし
て取り纏め印刷・公表する。 

(3)以上の一連の研究成果の主要部分につい
て、国際学会での発表、学会誌論文、及び
市販の研究書・啓蒙書（出版社承諾済み）
として発表・刊行する。 

 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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